
狭山市条例第４号

狭山市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例

（目的）

第１条 この条例は、土砂等による土地の埋立て、盛土及びたい積行為について必要

な規制を行うことにより、土壌の汚染、崩落その他の災害の防止を図り、市民の安

全な生活環境を確保することを目的とする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。

（１）土砂等 土砂、砂利等で、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法

律第１３７号）第２条第１項に規定する廃棄物以外のものをいう。

（２）埋立て等 埋立て（くぼ地、池沼、掘削地その他のくぼんだ土地を土砂等で埋

めることをいう。）、盛土（土地の上に土砂等を集積することをいう。以下この

号において同じ。）及びたい積（他の場所への搬出を目的とした一時的な盛土を

いう。以下同じ。）をいう。

（３）事業主 埋立て等の発注者又は自ら埋立て等を行う者をいう。

（４）事業施工者 事業主から埋立て等を請け負った者（下請人を含む。）をいう。

（適用区域等）

第３条 この条例は、埋立て等を行う区域（以下「事業区域」という。）が次の各号

のいずれかに該当する場合に適用する。

（１）面積が５００平方メートル以上の場合

（２）埋立て等を行う日前１年以内に、同一事業主によって事業区域に隣接する土地

において埋立て等が行われ、当該土地の面積と事業区域の面積とを合算した面積

が５００平方メートル以上となる場合。ただし、当該土地が規則で定める要件を

満たしている場合は、事業区域の面積と合算しない。

２ 次に掲げる埋立て等については、前項の規定は、適用しない。

（１）災害対策として行う埋立て等

（２）国、地方公共団体又は規則で定める公社若しくは公団等が行う埋立て等

（３）他の法令の規定により許可又は認可を受けて行う埋立て等

（４）前３号に掲げるもののほか、安全な生活環境の確保に支障がないものとして市

長が特に認める埋立て等

（市の責務）



第４条 市は、埋立て等による土壌の汚染、崩落その他の災害の発生を未然に防止す

るため、埋立て等の状況の把握、不適正な埋立て等の監視及び事実の公表その他の

必要な措置を講ずるものとする。

（事業主等の責務）

第５条 事業主及び事業施工者（以下「事業主等」という。）は、埋立て等による土

壌の汚染、崩落その他の災害が発生することのないように万全の措置を講じなけれ

ばならない。

２ 事業主等は、埋立て等に係る周辺関係者の理解を得るよう努めるとともに、苦情

又は紛争が生じたときは、誠意をもってその解決に当たらなければならない。

（施工基準等の遵守）

第６条 事業主等は、埋立て等による災害の発生を防止し、安全な生活環境が確保で

きるように、規則で定める埋立て等に係る施工基準（以下「施工基準」という。）

を遵守しなければならない。

２ 事業主等は、埋立て等による土壌の汚染を防止するため、規則で定める埋立て等

に係る土壌に関する基準を遵守するように努めなければならない。

（埋立て等の届出）

第７条 事業主は、埋立て等を行おうとするときは、次に掲げる事項を市長に届け出

なければならない。

（１）氏名及び住所（法人にあっては、名称、代表者の氏名及び事務所又は事業所の

所在地）

（２）埋立て等の目的

（３）事業区域の所在地及び面積

（４）埋立て等に使用する土砂等の採取場所

（５）埋立て等の施工期間

（６）埋立て等の施工方法

（７）事業施工者の氏名及び住所（法人にあっては、名称、代表者の氏名及び事務所

又は事業所の所在地）

（８）現場管理責任者の氏名、住所及び連絡先

（９）埋立て等の施工に用いる機械の種類及び数量

２ 前項の規定にかかわらず、事業主は、行おうとする埋立て等がたい積である場合

は、次に掲げる事項を市長に届け出なければならない。

（１）前項第１号から第３号まで及び第７号から第９号までに掲げる事項



（２）たい積に使用する土砂等の搬入及び搬出の予定量及び期間

（３）たい積の構造

３ 前２項の規定による届出には、規則で定める書類等を添付しなければならない。

（変更の届出）

第８条 前条第１項の規定による届出をした者は、当該届出に係る同項第２号、第３

号、第４号、第５号又は第６号に掲げる事項の変更をしようとするときは、当該変

更内容を市長に届け出なければならない。

２ 前条第２項の規定による届出をした者は、当該届出に係る同条第１項第２号若し

くは第３号又は第２項第２号若しくは第３号に掲げる事項の変更をしようとすると

きは、当該変更内容を市長に届け出なければならない。

３ 前条第１項又は第２項の規定による届出をした者は、当該届出に係る同条第１項

第１号、第７号、第８号又は第９号に掲げる事項に変更があったときは、その日か

ら３０日以内に当該変更内容を市長に届け出なければならない。

（計画変更命令等）

第９条 市長は、第７条第１項若しくは第２項又は前条第１項若しくは第２項の規定

による届出があった場合において、当該届出に係る埋立て等の計画（以下「埋立て

等の計画」という。）が施工基準に適合しないときは、当該届出があった日から

３０日以内に限り、当該届出をした者に対し、埋立て等の計画の変更又は中止を命

ずることができる。

２ 前項の規定により埋立て等の計画の変更を命じられた者は、施工基準に適合する

ように当該埋立て等の計画を変更して市長に届け出なければならない。

３ 市長は、前項の規定による届出があった場合において、埋立て等の計画が施工基

準に適合しないときは、当該届出があった日から２０日以内に限り、当該届出をし

た者に対し、当該埋立て等の計画の変更又は中止を命ずることができる。この場合

においては、前項の規定を準用する。

（着手の制限）

第１０条 第７条第１項若しくは第２項又は第８条第１項若しくは第２項の規定によ

る届出をした者は、当該届出をした日から３０日を経過した後でなければ、当該届

出に係る埋立て等を行ってはならない。

２ 前条第２項（同条第３項において準用する場合を含む。）の規定による変更の届

出をした者は、当該届出をした日から２０日を経過した後でなければ、当該届出に

係る埋立て等を行ってはならない。



３ 市長は、第７条第１項若しくは第２項、第８条第１項若しくは第２項又は第９条

第２項（同条第３項において準用する場合を含む。）の規定による届出に係る事項

の内容が相当であると認めるときは、前２項に規定する期間を短縮することができ

る。

（掲示板の設置）

第１１条 事業主等は、埋立て等の施工期間中、事業区域の見やすい場所に規則で定

める掲示板を設置しなければならない。

（承継）

第１２条 届出をした者について、相続、合併又は分割（当該届出に係る埋立て等の

全部を承継させるものに限る。）があったときは、相続人、合併後存続する法人若

しくは合併により設立した法人又は分割により当該埋立て等を承継した法人は、当

該届出をした者の地位を承継する。

２ 前項の規定により届出をした者の地位を承継した者は、相続により承継した場合

は当該相続の日から、合併により承継した場合は当該合併の日から、分割により承

継した場合は当該分割の日から、それぞれ３０日以内に承継した旨を市長に届け出

なければならない。

（施工基準等に適合しない埋立て等に対する措置）

第１３条 市長は、事業主等により施工基準又は届出内容に適合しない埋立て等が行

われた場合には、当該埋立て等の適正な実施を確保するため、当該事業主等に対し、

期限を定めて、当該埋立て等の施工場所又は施工方法、搬入される土砂等の量等に

ついて、変更その他必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。

２ 市長は、事業主等により施工基準又は届出内容に適合しない埋立て等が行われた

場合において、生活環境の保全上支障が生じ、又は生じるおそれがあると認められ

るときは、必要な限度において、当該事業主等に対し、期限を定めて、その支障の

除去又は発生の防止のために必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。

（埋立て等の中止又は完了の届出）

第１４条 事業主は、埋立て等を中止し、又は埋立て等が完了したときは、その日か

ら１０日以内に市長に届け出なければならない。

（立入検査等）

第１５条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、事業主等から必要な事項

について報告を求め、又は指定する職員に事業主等の事務所若しくは事業所又は事

業区域にある土地若しくは建物に立ち入り、必要な検査又は調査（以下「立入検査



等」という。）をさせることができる。

２ 立入検査等をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなけ

ればならない。

３ 立入検査等の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。

（罰則）

第１６条 第１３条第２項の規定による命令に違反した者は、６月以下の懲役又は

５０万円以下の罰金に処する。

２ 第１３条第１項の規定による命令に違反した者は、３月以下の懲役又は３０万円

以下の罰金に処する。

第１７条 次の各号のいずれかに該当する者は、３０万円以下の罰金に処する。

（１）第７条第１項若しくは第２項又は第８条第１項若しくは第２項の規定による届

出をしないで埋立て等に着手した者

（２）第９条第１項又は第３項の中止命令に違反して埋立て等に着手した者

（３）第９条第２項（同条第３項において準用する場合を含む。）の規定による届出

をしないで埋立て等に着手した者

（４）第１０条第１項又は第２項に規定する期間内にその届出に係る埋立て等に着手

した者

（両罰規定）

第１８条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、そ

の法人又は人の業務に関し、前２条の違反行為をしたときは、当該行為者を罰する

ほか、その法人又は人に対して各本条の罰金刑を科する。

（委任）

第１９条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

附 則

１ この条例は、平成１４年７月１日から施行する。

２ この条例の施行の際、現に埋立て等を行っている事業主は、この条例の施行の日

から３０日以内に第７条第１項又は第２項の規定による届出に相当する届出をしな

ければならない。

３ 前項の規定による届出をした者は、第７条第１項又は第２項の規定による届出を

したものとみなす。


